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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 近年の先端技術産業では、コンソーシアム型標準化が見られる。この標準化は企業間

の協議によって市場競争を回避して決定される標準である。そこで、第一に、従来のデ

ファクト標準化では、企業は自社技術の特許権を保護し、他社との差別化を行っていた

のに対して、コンソーシアム型標準化では各社の特許権をもちより RAND 条件の下で標

準を決定する。そのため、標準となった技術は、各社とも同じになるため、各社の技術

的競争は、規格間競争から規格内競争になり、各社の戦略は、製品差別化よりも製造を

いかに早く安定的に行うかという製造工程に関する競争に陥る。  

 半導体の DRAM 産業を事例として検討し、インタビューを繰り返して実証を行った。 

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔     特許権       〕 〔  コンソーシアム型標準化 〕 〔    競争の規定要因 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

  一般的に、標準化は、技術が多様化している状態ではユーザーの混乱を招くため、統一することがユーザーの便

益増大となるため、規格が統一されることが望ましい。しかし、企業経営の視点から見直すと、自社の技術が統一規

格となった際の競争力こそが魅力となる。反対に、自社の技術が標準規格から外れれば、大きな損失が生まれる。し

たがって、標準化の問題は、企業経営上極めて重要な問題として認識しておく必要がある。標準化については、デフ

ァクト標準化やデジュリ標準化に関する多くの先行研究がなされてきた（山田 1997, 1999, 2004、淺羽 1995、新宅・

淺羽 2001、土井 2001、竹田・内田・梶浦 2001など）。また、標準化による企業の優位性については、竹田・内田・

梶浦によれば、新しい経営パラダイムとして「標準化の経済性」を指摘している。 

 企業は、技術戦略として、他社との差別化のための「技術開発」と、開発された技術を特許権化し管理する「技術

管」の二側面を持っている。特に、先端技術産業では、技術的差異が他社との製品差別化に直接的に結びつくため、

技術開発は活発に行われる。一方、技術管理は、競争と市場が国際化した今日において、莫大な研究開発費を投入し

開発された新技術を他社に模倣されない為に、特許権として自社資源として保有しておくことが極めて重要となる。 

 

 しかし、標準化の問題は、優れた技術が必ずしも標準規格とはならないことである。ネットワーク化やモジュール

化の進展により、世界的な相互接続可能性や互換性が重要になると、例え優れた最新の技術であったとしても受け入

れられない。換言すれば、他社との技術的差異は、競争力になりうるとして開発されるが、標準から外れた技術的差

異は、企業にとってむしろマイナスになるのである。したがって、企業の技術開発は、差別化のために自由に行われ

ることが重要であるが、標準化との文脈では、技術開発よりもむしろ技術管理をどのようにするかによって技術開発

が変化すると考えられるのである。 

 

 ところで、イノベーション（すなわち技術開発）の先行研究では、例えばアバナシー＝アッターバック（1978）の 

イノベーション・ダイナミズムや、ジェフリー・ムーア（2005）のライフサイクル・イノベーションのように、イノ

ベーションの特徴に時間的な変化があることは既に明らかにされている。これらの研究に共通することは、市場の技

術的多様性が、発生当初はその度合いが大きいが、時間とともに次第に収束してゆく。そして、多様性が低減する一

方で、製造工程技術や業務効率性が高まるというものである。これらのことは、すなわち、標準化の問題と同じであ

ると言えよう。 

 

 では、企業はこの時間的な変化の中でどのような種類の競争を行っているのか考えてみると、「世代間競争」、「規

格間競争」、「規格内競争」が存在する（山田英[1997 p.58]、田中[2001 p.96]、柴田[2001 p.125]）。世代間競争と

は、「顧客便益を実現するための方式技術の世代交代を促す競争」のことである 。また、新世代規格は、それとほぼ

同等の機能を果たしてきた旧世代の規格を代替しない限り、市場を確立することはできない（山田英[2004 p.53]）。

例えばレコード対CDなどが挙げられる。規格間競争とは、「同時期に導入され、同一の便益を提供する複数技術規格

間での業界標準確立のための覇権競争」である 。代表的な事例では、Windows対Macintosh、近年ではBlu-ray対HD 

DVD などが挙げられる。一方、規格内競争とは、「共通の技術規格を採用する企業間での競争」である 。いずれかの

規格を採用した者同士の内輪競争である。例えば、Windowsを採用したPCにおけるNEC対富士通などが挙げられる。 

 

 したがって、標準を巡る競争とは、時間的に変化する企業間の規格間競争であり、競争が収束し標準が決定した後

は、規格内競争に移るのである。そして、この時間的変化が起こる要因とは、すなわち、市場で大勢を取れるか、普

及するかどうかの、いわば仲間作りの問題となり、技術開発的側面よりも、技術管理的側面の方が重要となる。 

 

 さて、このように標準を巡る競争の時間的変化においては、技術開発よりも技術管理がより重要となると指摘した

が、標準化が一社によって市場を制覇できるのであれば技術を独占的に管理すればよいが、一社によって市場の標準

が制覇できない場合、他社との協力が行われる。一社によって標準化を達成することが困難となった背景としては、

（１）技術革新のスピードが速くなり、公的標準化を待っていては事業機会を逃してしまう、（２）規格競争の勝負

が決まるまでの期間がどんどん短くなり、限られた期間に多くの企業が勝負を賭けてくるようになった、（３）企業

の技術レベルが拮抗し、１社で標準を取ることが難しくなり、合従連衡が必須となってきた、（４）デファクト標準

をとることが大きな利益に結びつくことを多くの企業が学習した、ことが挙げられる（山田英[2004 pp.28-29]）。そ

して、企業間の協力が必要となった場合に問題となることが、どちらの技術を採用するかあるいはロイヤルティをい

くらにするかといった特許権の問題である。 
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研究成果の概要 つ づ き  

 

 なお、企業間の協力について関連する研究としては、二社間あるいは少数企業間による戦略的提携による相互の

経営資源獲得など明らかにされてきた。しかし、戦略提携も他社に対する自社の競争力強化のために行われている

協力活動であった。 

 

 しかし、コンソーシアム型標準化は、大多数の企業の参加によって行われており、コンソーシアムへの参加は自

由であるが、結果的に多くの企業によって協議されて決定された標準は、事実上、業界の標準となるのである。そ

して、上述の特許権の問題は、コンソーシアムの企業間協議によって解決されて、標準が決定されるのである。し

たがって、コンソーシアム型標準化は、標準化に際して避けられない企業間の特許権侵害等の問題を迅速かつ確実

に解決するための機関としての役割が大きいのである。 

 

 では、企業にとって重要な経営資源である特許権の主張を、コンソーシアムではどのように解決しているのかと

いうと、コンソーシアムが入会時に定めているパテント・ポリシーであり、そのパテント・ポリシーには、RAND条

件と呼ばれる、「合理的かつ無差別的な条件」による特許の提供が定められているのである。このことは、標準とし

て策定される規格に必要不可欠な基本的特許について対象となる。しかし、それを保有する企業は、基本的特許こ

そが多くのロイヤルティを得られる可能性の高い特許であるのにも関わらず、合理的かつ無差別で提供しなければ

ならないことになってしまうのである。 

 

 ここで、今回実証分析として調査した半導体産業のDRAM業界を事例に考察してみる。DRAM業界では、JEDECとい

うコンソーシアムがあり、約300企業が参加している。ここでは、近年のDRAMの標準規格である、DDR、DDR2、DDR3

を決定している。また、パテント・ポリシーでは、「標準策定に特許化された技術を含むことが委員会で決定された

場合、特許所有者は合理的かつ無差別的な関係においてライセンスすることを承諾しなければならないこと」を明

確に定めている。特に、先端技術産業の中でも半導体企業は、毎年、数百から千以上の特許権を取得している。そ

のため、標準を策定するにあたり、他社の特許を侵害する可能性が極めて高いと言えよう。実際に、DDR 規格に関

する特許権がどの企業によって保有されているか、USPTO の特許権検索によって調査してみたところ次のようであ

った。Micron 社 494 件、Samsung 社 61 件、Hynix 社 101 件、Elpida 社 25 件、Qimonda 社 99 件（DRAM 企業上位 5

社）。また、総件数では2113件にのぼり、上記のDRAM企業以外の企業によっても多くの関連特許権を保有していた。

すなわち、逆説的に言えば、コンソーシアム型標準化によって標準を策定しなければ、上記のような企業が保有す

る数多くの特許権を侵害しないか照らし合わせながら、あるいは個別になんらかのライセンス協議を行わなければ

ならず、時間とコストが極めて大きくかかってしまい、市場へ製品を出すこと（リードタイム）が遅れてしまうの

である。 

 

 ここまで論じてきたように、企業が技術戦略として技術開発と技術管理の双方を行い、差別化と標準化を推し進

め、規格間競争を勝ち抜こうとしていたのであるが、このコンソーシアム型標準化では、差別化の余地がなく、ま

た産業全体で標準化を達成しているため、自社の優位性は生まれない。 

 すなわち、コンソーシアム型標準化は、本来、各企業が差別化の源泉として獲得した特許権が、過剰に各社に分

散化しているために各社ともに製品化するにあたり、時間的コストや調査コストなどが高くなってしまい、プロダ

クト・ライフサイクルが短縮化している今日、標準規格が時間的に収束して決定することよりも、自ら企業間で決

定し、製品を市場に早く出すことを優先した結果なのである。 

 そして、このような競争になった場合、企業間の競争は、標準がコンソーシアムで決定された後、いかにして早

く安定した品質の製品を市場に出せるかという生産の競争に頂点が置かれるようになるのである。また、技術開発

についても、標準が決定後は研究開発のテーマとして新しい標準規格が取り上げられるため、エンジニアは製品上

の特性を変えることよりも製造上の研究開発を中心に着手することになるのである。 
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